
Ĥ 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
Ĥ`１ 施設費の明細

（単位：円）

区 分 当 期 交 付 額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定見返施設費 資 本 剰 余 金 そ の 他

営 繕 事 業 32¶000¶000 ` ` 32¶000¶000 施設費収益へ振替

（品川）ライフライン再生事業 44¶100¶000 ` 41¶925¶336 2¶174¶664 一部施設費収益へ振替

（越中島）耐 震 対 策 事 業 4¶519¶000 4¶410¶000 ` 109¶000 一部施設費収益へ振替

（品川他）耐 震 対 策 事 業 118¶230¶798 ` 22¶313¶818 95¶916¶980 一部施設費収益へ振替

計 198¶849¶798 4¶410¶000 64¶239¶154 130¶200¶644

Ĥ`２ 補助金等の明細
（単位：円）

区 分 当期交付額
当 期 振 替 額

摘 要建設仮勘定見返補
助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収 益 計 上

大学改革推進等補助金（水圏環境リテラシー教育
推進プログラム）

14¶500¶000 ` 466¶285 ` ` 14¶033¶715

研究拠点形成費等補助金（研究・実務融合による
食の高度職業人育成）

33¶220¶000 ` 36¶725 ` ` 33¶183¶275

大学改革推進等補助金（国際的な海洋教育研究プ
ラットフォーム構築）

3¶000¶000 ` ` ` ` 3¶000¶000

合 計 50¶720¶000 ` 503¶010 ` ` 50¶216¶990

Î 役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

常 勤 (68¶866¶994)
68¶866¶994

4人 (7¶455¶000)
7¶455¶000

1人

役 員 非 常 勤 5¶928¶000 3人 ` 0人

計 (68¶866¶994)
74¶794¶994

7人 (7¶455¶000)
7¶455¶000

1人

常 勤 (3¶841¶121¶620)
3¶851¶780¶759

444人 (372¶207¶709)
372¶207¶709

17人

教 職 員 非 常 勤 316¶384¶206 300人 1¶119¶660 14人

計 (3¶841¶121¶620)
4¶168¶164¶965

744人 (372¶207¶709)
373¶327¶369

31人

常 勤 (3¶909¶988¶614)
3¶920¶647¶753

448人 (379¶662¶709)
379¶662¶709

18人

合 計 非 常 勤 322¶312¶206 303人 1¶119¶660 14人

計 (3¶909¶988¶614)
4¶242¶959¶959

751人 (379¶662¶709)
380¶782¶369

32人

~ １．役員に対する報酬の支給基準は、国立大学法人東京海洋大学役員報酬規則で定められてお
ります。
２．教職員に対する給与の支給基準は、国立大学法人東京海洋大学職員給与規則で定められて
おります。
３．教職員に対する退職手当の支給基準は、国立大学法人東京海洋大学職員退職手当規則で定
められております。
４．報酬又は給与の支給人員は、年間平均支給人員を記載しております。
５．常勤の（ ）書きは、退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員の支給額
を記載しております。
６．常勤・非常勤の定義については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準
の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）に従っております。
７．上記には、前期末に引当てを行った賞与引当金（2¶826¶155円）の目的使用による取崩し額
を含めております。
８．上記には、今期末に引当てを行ったことに伴う賞与引当金繰入額（2¶314¶932円）及び法定
福利費（488¶206¶236円）は含めておりません。
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